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[事実の概要]

　A社は,Bら6社との間で海外赴任に関するサービスを提供する旨の法人会員契約ないし海外人事関連業務などに関する業務委託契約を締結していた。

　X(オリックス,被告・原告・被控訴人・上告人)はA会社に対する一切のリース料債権の担保として,Aとの間で,上記法人会員契約ないし業務委託契約に基づいて取得する,現在及び将来の報酬債権について,被担保債権の残額に充つるまでの金額部分を譲り受ける旨の債権譲渡担保契約を締結し,平成11年3月4日14時46分に債権譲渡登記を経由した。この登記の債権個別事項欄には,Bら6社ごとに債権発生年月日に始期の記録はあるが,終期の記録はなかった。

　一方,Y(日本出版貿易,原告・被告・控訴人・被上告人)はAに対する貸金債権の弁済に充てるため,AのBら6社に対する報酬債権のうち平成10年4月1日から平成12年3月31日までの間に発生する債権を譲り受け,平成11年5月28日13時57分に債権譲渡登記を経由した。しかし,譲渡債権の種類は売掛債権と記録されていた。

　Aは平成11年8月4日に不渡手形を出した。このため,同日,XはAとの約定によりBら6社に対して債権譲渡特例法2条2項に基づく登記事項証明書を通知し,到達した。他方,Yは,平成11年7月26日にBら6社に対して同規定に基づく通知をし,到達した。YがXの登記の対抗力は,債権発生の始期と記載された時点に存在した債権にしか及ばないとして,始期以降に発生した債権についてはYが優先するとして争った。このため,Bらは本件報酬債権の債権者を確知できないとして供託をした。

　X,Yは相互に供託金還付請求権確認請求訴訟等を8件提起した。第1審(東京地判平成13・3・9判時1744号101頁),X勝訴,Y控訴。原審(東京高判平成13・11・13判時1777号63頁)は,Xの請求2件について棄却,Yの請求6件について控訴棄却。X上告(Yも上告したが棄却)。
[判旨]

　上告棄却。

　「債権譲渡登記に譲渡に係る債権の発生年月日の始期は記録されているがその終期が記録されていない場合には,その債権譲渡登記に係る債権譲渡が数日にわたって発生した債権を目的とするものであったとしても,他にその債権譲渡登記中に始期当日以外の日に発生した債権も譲渡の目的である旨の記録がない限り,債権の譲受人は,その債権譲渡登記をもって,始期当日以外の日に発生した債権の譲受けを債務者以外の第三者に対抗することができないものと解するのが相当である。けだし,上記のような債権譲渡登記によっては,第三者は始期当日以外の日に発生した債権が譲渡されたことを認識することができず,その公示があるものとみることはできないからである。」
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